
 

 

 

 

 

 

 

 ２０１６年５月２０日 

 

 

 

 
    

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループの三井住友海上あいおい生命保険株式会社（社長：丹保 人重）の、

平成２７年度（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）の決算をお知らせいたします。 
 

 

   
個人保険・個人年金保険の新契約は２兆４，２３３億円（前 

年度比２．３％減）となりましたが、保有契約は前年度末比  

３．１％増加し、２２兆５，７６０億円となりました。 

＜参考＞個人保険・個人年金保険に団体保険を加えた保有契約 

     は２９兆９４７億円となりました。 

 
 

個人保険・個人年金保険の新契約は４８１億円（前年度比 

４．１％増）となり、保有契約は前年度末比６．３％増加し 

３，７５７億円となりました。なお、第三分野の保有契約は 

前年度末比１１．７％増加し７８７億円となりました。 

 
  

当期の純利益は、前年度比１６億円増益の６０億円となりま 

した。 

 

 

経営の健全性を示す指標であるソルベンシー・マージン比率 

は１，５９８．４％となり、前年度末に引き続き高い水準を 

維持しております。 

 
  

Ａ＋     スタンダード＆プアーズ(Ｓ＆Ｐ) 保険財務力格付け 
ＡＡ－   格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ） 保険金支払能力格付け     
 

 

（単位：億円）

平平成成２２７７年年度度決決算算ののおお知知ららせせ 

《《  当当期期純純利利益益  》》 

《《  ソソルルベベンンシシーー・・ママーージジンン比比率率  》》 

《《  当当社社のの格格付付けけ  》》 （２０１６年５月２０日現在）

《《  契契約約高高  》》   

《《  年年換換算算保保険険料料  》》   

（単位：億円）

本件に関するお問い合わせ先 

三井住友海上あいおい生命保険株式会社 

経営企画部 広報グループ    酒井・柳田  TEL 03-5539-8309 

経理財務部 主計グループ    宮崎・橋本  TEL 03-5539-8346 
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当社の平成27年度決算の概要は以下のとおりです。

１．主要業績

(１）保有契約高及び新契約高

・保有契約高 (単位：千件、億円、％)

平成26年度末 平成27年度末

件数 金額 件数 金額

前年度
末比

前年度
末比

前年度
末比

前年度
末比

① 個 人 保 険 108.1 104.0 106.4 103.3

② 個 人 年 金 保 険 99.8 97.4 99.3 97.2

③ 団 体 保 険 － 103.4 － 123.0

④ 団 体 年 金 保 険 － 92.3 － 95.3

107.5 103.7 105.9 103.1

－ 103.7 － 107.0

 (注)１．個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後

　　 　　契約の責任準備金を合計したものです。

　　 ２．団体年金保険については、責任準備金の金額です。

・新契約高 (単位：千件、億円、％)

平成26年度 平成27年度

件数 金額 件数 金額

前年
度比

前年
度比

新契約
転換によ
る純増加

前年
度比

前年
度比

新契約
転換によ
る純増加

① 個 人 保 険 338 116.9 24,448 94.3 24,448 - 309 91.6 23,988 98.1 23,988 -

② 個 人 年 金 保 険 6 63.4 363 45.4 363 - 5 80.4 245 67.6 245 -

③ 団 体 保 険 － － 887 84.6 887 － － － 10,059 1,134.1 10,059 －

④ 団 体 年 金 保 険 － － - - - － － － - - - －

345 114.9 24,811 92.9 24,811 - 315 91.4 24,233 97.7 24,233 -

 (注) 新契約の個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資です。

(２）年換算保険料

・保有契約 (単位：百万円、％)

前年度末比 前年度末比

・新契約 (単位：百万円、％)

前年度比 前年度比

(注)１.年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、

　  　 １年あたりの保険料に換算した金額です(一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額)。

　  ２.｢うち医療保障･生前給付保障等｣欄には、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障

    　 給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。特定

    　 疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を記載しています。

13,52514,468

44,220

2,035

332,756

42,964

375,721

78,778

46,808

1,335

48,144

309,861

43,621

353,482

70,516

2,600

186

－

－

2,787

－

211,276

7,663

53,014

3

218,940

271,955

7,449

65,187

3

2,767

185

－

－

218,310

2,953

－

225,760

290,947

うち医療保障･
生前給付保障等

平成27年度末平成26年度末

平成26年度 平成27年度

個 人 年 金 保 険

合 計

49.9   

109.6   46,255

個 人 保 険

107.1   

98.7   

106.0   

115.3   

115.9   

うち医療保障･
生前給付保障等

区　　分

個 人 年 金 保 険

合 計

105.9   

65.6   

個 人 保 険 107.4   

98.5   

106.3   

104.1   

個人合計+団体保険
( ① ＋ ② ＋ ③ )

132.6   93.5   

111.7   

区　　分

個人合計(①＋②)

区　　分

個人合計(①＋②)

区　　分
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(３）主要収支項目
（単位：百万円、％）

平成26年度 平成27年度

443,141 106.1 462,251 104.3

42,297 101.7 47,722 112.8

164,469 98.7 175,220 106.5

676 61.5 2,090 308.8

15,937 91.3 18,647 117.0

6,407 111.5 9,037 141.0

4,406 65.9 6,041 137.1

△ 4,501 - 1,539 -

(４）総資産

（単位：百万円、％）

平成26年度末 平成27年度末

3,009,263 114.2 3,229,031 107.3

資 産 運 用 収 益

保 険 金 等 支 払 金

資 産 運 用 費 用

経 常 利 益

区　　分

総 資 産

前年度比

前年度末比

保 険 料 等 収 入

区　　分
前年度比

繰 越 利 益 剰 余 金

前年度末比

契約者配当準備金繰入額

当 期 純 利 益
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２．平成27年度末保障機能別保有契約高
（単位：千件、億円）

件数

普 通 死 亡 2,767 218,310 - - 8,053 65,181 10,820 283,492

災 害 死 亡 204 10,035 0 4 118 190 323 10,230

そ の 他 の
条件付死亡

42 434   －   － 0 4 42 439

- 0 185 7,449 0 5 186 7,454

災 害 入 院 1,136 67 0 0 135 1 1,272 68

疾 病 入 院 1,163 68 0 0   －   － 1,164 68

そ の 他 の
条件付入院

879 56 0 0 0 0 880 56

82   － 0   － 140   － 223   － 

1,715   － 1   －   －   － 1,716   － 

件数

1 3

件数

28 0

（注）
１．団体保険、団体年金保険および医療保障保険（団体型）の件数は被保険者数を表します。

２．「生存保障」欄の金額は、個人年金保険および団体保険（年金特約）については、年金

　　支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の責任準備金

　　を合計したもの、団体年金保険については責任準備金を表します。

３．「入院保障」欄の金額は入院給付日額を表します。

４．医療保障保険(団体型)の「入院保障」欄には、疾病入院および災害入院に関わる数値を

　　記載しています。

入 院 保 障

手 術 保 障

項 目
団体年金保険

金額

生 存 保 障

項 目
医療保障保険(団体型)

金額

死
亡
保
障

生 存 保 障

入
院
保
障

障 害 保 障

項 目
個人保険 合　計

金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

個人年金保険 団体保険
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３．平成27年度決算に基づく契約者配当の状況

  (１)平成27年度決算に基づく契約者配当金の例示

　  　平成27年度決算に基づく、当社５年ごと利差配当付養老保険の契約者配当金を例示しますと次のとおりです。
  

  　＜例＞５年ごと利差配当付養老保険
 30歳加入、30年満期、全期払、男性、年払、保険金1,000万円

① 旧三井住友海上きらめき生命契約および三井住友海上あいおい生命契約
契約年月日 経過年数 保険料 継続中の契約 死亡契約

(配当金) (保険金＋配当金)

平成13年10月 1日 15年 310,980円 0円 10,000,000円
平成18年10月 1日 10年 310,980円 0円 10,000,000円
平成23年10月 1日 ５年 310,520円 0円 10,000,000円

② 旧あいおい生命契約
契約年月日 経過年数 保険料 継続中の契約 死亡契約

(配当金) (保険金＋配当金)

平成13年10月 1日 15年 311,960円 0円 10,000,000円
平成18年10月 1日 10年 311,960円 0円 10,000,000円
平成23年10月 1日 ５年 311,380円 0円 10,000,000円

(注)１．経過年数とは平成28年4月１日から平成29年3月31日の間の契約応当日での経過を示しています。
　　２．「死亡契約」欄は契約応当日に死亡した場合の受領金額を示しています。

  (２)平成27年度決算に基づく配当基準利回り

　  　平成27年度決算に基づく、当社５年ごと利差配当付個人保険および５年ごと利差配当付個人年金保険の
  　配当基準利回りは次のとおりです。
　  　これに基づき計算した契約者配当準備金を積み立てました。

① 旧三井住友海上きらめき生命契約および三井住友海上あいおい生命契約
配当基準利回り

1.50%～1.65%

1.45%～1.60%

1.50%

0.75%
1.70%～2.15%

1.15%～1.70%

0.90%～1.35%

0.30%～0.50%

0.40%

② 旧あいおい生命契約
配当基準利回り

2.15%～2.65%

1.65%～2.05%

0.75%～1.60%

0.65%～1.10%

0.30%～1.05%
（注）

（注）配当基準利回りは、契約年月に応じて異なります。

 　 　なお、契約者配当準備金は契約者配当金として確定したものではなく、今後の運用実績等によって
  　変動(増減)し、支払が発生しないこともあります。

５年ごと利差配当付養老保険の一時払契約 平成11年4月2日以降

該当契約 契約年月日

下記以外の５年ごと利差配当付契約

平成11年4月1日以前
平成11年4月2日以降
平成13年4月1日以前
平成13年4月2日以降
平成25年4月1日以前
平成25年4月2日以降

一時払

平成11年4月1日以前
平成11年4月2日以降
平成13年4月1日以前

平成13年4月2日以降
平成14年7月1日以前

平成14年7月2日以降
平成25年4月1日以前

平成25年4月2日以降

保険料払込方法 契約年月日

年払・半年払・月払

平成11年4月1日以前

平成11年4月2日以降
平成13年4月1日以前

平成13年4月2日以降
平成25年4月1日以前

平成25年4月2日以降
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４．平成27年度の一般勘定資産の運用状況 

（１）平成27年度の資産の運用状況 

①運用環境 

平成27年度のわが国経済は、政府・日銀による金融・経済政策等を背景に企業収益や雇用情勢等で

改善の動きが見られたものの、個人消費は依然低迷し、また、新興国経済の減速により輸出が減少す

る等、先行きは不透明な状況で推移いたしました。 

国内金利（10年国債利回り）は、米金利の年内利上げ観測の高まりを背景に、６月には0.5%台まで

上昇しましたが、８月以降、中国経済の減速懸念から金利は低下し、１月末の日銀のマイナス金利政

策の導入により、２月中旬からマイナス金利が恒常化し、期末は-0.029%となりました。 

為替市場は、円の対ドル相場は 120 円台で始まった後、５月には米金利の年内利上げ観測の高まり

から 125 円台まで上昇しましたが、夏場以降、中国等の新興国経済等の減速懸念や米国金利の利上げ

ペースの不透明感から円は急騰し、期末は112.68円となりました。 

株式市場（日経平均株価）は、１万９千円台で始まった後、円安進行や堅調な企業業績等を背景に

上昇し、６月には20,868円の高値となりましたが、８月以降、中国ショックによる世界同時株安から

株価は乱高下しました。年明け以降、世界経済に対する先行き懸念の高まりや原油安等を背景に下落

基調となり、期末は16,758円となりました。 

 

②運用方針 

  〔 基本方針 〕 

当社の資産運用においては、資産の健全性を重視しつつ、長期的に安定した収益を確保することを基

本方針としております。 

〔 運用対象 〕 

上記の基本方針に基づき、負債特性を踏まえ、当社は国内の公社債を主な運用対象としています。 

運用対象の内訳につきましては、その大部分を国債や高格付けの社債等の国内円建債券としていま

すが、一部を外貨建債券に投資し、リスクの分散と利回り向上を図っています。 

また、保険約款貸付以外の融資および不動産投資については、現在行っていません。 

 

③運用実績の概況 

平成27年度末における一般勘定資産の残高は、3兆2,290億円となりました。資産配分は公社債を

中心に行い、その結果、公社債は2兆5,143億円（総資産に占める比率は77.9％）となりました。 

また、平成27年度は資産運用収益を 477億円、資産運用費用を 20億円計上した結果、一般勘定資

産全体の運用利回りは 1.54%となりました。 

 

 



(２）資産の構成 （単位：百万円、％）

金額 占率 金額 占率

24,335 0.8 73,084 2.3 

- - - - 

326,525 10.9 275,350 8.5 

- - - - 

- - - - 

- - - - 

2,548,787 84.7 2,765,411 85.6 

2,358,146 78.4 2,514,314 77.9 

1,633 0.1 1,315 0.0 

184,942 6.1 246,210 7.6 

公 社 債 184,942 6.1 246,210 7.6 

株 式 等 - - - - 

4,064 0.1 3,570 0.1 

51,282 1.7 52,677 1.6 

681 0.0 673 0.0 

- - - - 

57,715 1.9 61,909 1.9 

△64 △0.0 △76 △0.0 

3,009,263 100.0 3,229,031 100.0 

186,148 6.2 247,677 7.7 

（注）「不動産」については土地・建物・建設仮勘定を合計した金額を記載しています。

(３）資産の増減 （単位：百万円）

△ 6,952  48,748  

-　 -　

97,819  △ 51,175  

-　 -　

-　 -　

-　 -　

263,242  216,624  

163,081  156,167  

611  △ 318  

98,647  61,267  

公 社 債 98,647  61,267  

株 式 等 -　 -　

902  △ 493  

1,812  1,394  

421  △ 7  

-　 -　

16,854  4,194  

13  △ 11  

373,211  219,767  

99,259  61,528  
（注）「不動産」については土地・建物・建設仮勘定を合計した金額を記載しています。

区　　分
平成26年度末 平成27年度末

現預金・コールローン

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合 計

う ち 外 貨 建 資 産

区　　分 平成26年度 平成27年度

現預金・コールローン

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合 計

う ち 外 貨 建 資 産

- 6 - 三井住友海上あいおい生命保険株式会社



(４）資産運用関係収益 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度

39,914  43,459  

0  0  

38,079  41,571  

1,491  1,536  

-　 -　

343  351  

-　 -　

-　 -　

-　 -　

2,351  4,262  

2,064  3,086  

-　 -　

287  1,175  

-　 -　

-　 -　

-　 -　

16  -　

13  -　

-　 -　

42,297  47,722  

(５）資産運用関係費用 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度

288  292  

-　 -　

-　 -　

-　 -　

206  890  

185  89  

-　 -　

20  801  

-　 -　

-　 -　

-　 -　

-　 -　

-　 -　

-　 -　

-　 -　

146  846  

-　 4  

-　 13  

-　 -　

-　 -　

34  41  

676  2,090  

そ の 他 運 用 費 用

合 計

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 付 金 償 却

賃貸用不動産等減価償却費

有 価 証 券 償 還 損

金 融 派 生 商 品 費 用

為 替 差 損

株 式 等 評 価 損

外 国 証 券 評 価 損

そ の 他

そ の 他

有 価 証 券 評 価 損

国 債 等 債 券 評 価 損

国 債 等 債 券 売 却 損

株 式 等 売 却 損

外 国 証 券 売 却 損

金 銭 の 信 託 運 用 損

売買目的有価証券運用損

有 価 証 券 売 却 損

区　　分

支 払 利 息

商 品 有 価 証 券 運 用 損

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

そ の 他 運 用 収 益

合 計

有 価 証 券 償 還 益

金 融 派 生 商 品 収 益

為 替 差 益

株 式 等 売 却 益

外 国 証 券 売 却 益

そ の 他

売買目的有価証券運用益

有 価 証 券 売 却 益

国 債 等 債 券 売 却 益

そ の 他 利 息 配 当 金

商 品 有 価 証 券 運 用 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

有価証券利息・配当金

貸 付 金 利 息

不 動 産 賃 貸 料

区　　分

利息及び配当金等収入

預 貯 金 利 息
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(６）資産運用に係わる諸効率

①資産別運用利回り

（単位：％）

0.02 0.01

- -

0.02 0.02

- -

- -

- -

1.75 1.78

1.65 1.68

5.96 3.59

3.58 3.01

2.98 2.95

- -

1.54 1.54

3.58 3.01

（注）

１．利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損益中、

　　資産運用収益－資産運用費用として算出した利回りです。

２．海外投融資とは、外貨建資産と円建資産の合計です。

②売買目的有価証券の評価損益

売買目的有価証券は保有していません。

平成26年度 平成27年度

う ち 海 外 投 融 資

貸 付 金

不 動 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

う ち 公 社 債

う ち 株 式

う ち 外 国 証 券

一 般 勘 定 計

現 預 金 ・ コ ー ル ロ ー ン

区　　分

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券
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③有価証券の時価情報(売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの)
（単位:百万円）

差益 差損 差益 差損

910,370 1,014,645 104,275 104,345 70 1,056,254 1,293,985 237,731 237,734 3

- - - - - 61,146 74,377 13,231 13,231 - 

- - - - - - - - - - 

1,505,315 1,637,974 132,658 132,681 23 1,482,287 1,647,567 165,280 165,293 13

1,344,279 1,447,776 103,497 103,520 23 1,255,700 1,396,913 141,212 141,226 13

511 1,190 679 679 - 511 872 361 361 - 

157,579 184,942 27,363 27,363 - 223,129 246,210 23,081 23,081 - 

公 社 債 157,579 184,942 27,363 27,363 - 223,129 246,210 23,081 23,081 - 

株 式 等 - - - - - - - - - - 

2,945 4,064 1,118 1,118 - 2,945 3,570 624 624 - 

- - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - 

合　　　　　　　　計 2,415,685 2,652,619 236,933 237,027 93 2,599,688 3,015,931 416,243 416,259 16

2,254,649 2,462,421 207,772 207,866 93 2,373,101 2,765,277 392,175 392,191 16

511 1,190 679 679 - 511 872 361 361 - 

157,579 184,942 27,363 27,363 - 223,129 246,210 23,081 23,081 - 

157,579 184,942 27,363 27,363 - 223,129 246,210 23,081 23,081 - 

- - - - - - - - - - 

2,945 4,064 1,118 1,118 - 2,945 3,570 624 624 - 

- - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - 

（注）本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含むこととしています。

・時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の帳簿価額は以下のとおりです。

（単位:百万円）

非上場国内株式（店頭売買株式を除く）

非上場外国株式（店頭売買株式を除く）

④金銭の信託の時価情報

金銭の信託は保有していません。

そ の 他 -　 -　 

合　　　計 442   442   

442   442   

-　 -　 

非 上 場 外 国 債 券 -　 -　 

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 -　 -　 

そ の 他 有 価 証 券 442   442   

そ の 他 -　 -　 

責 任 準 備 金 対 応 債 券 -　 -　 

満 期 保 有 目 的 の 債 券 -　 -　 

非 上 場 外 国 債 券 -　 -　 

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

そ の 他

区　　　分 平成26年度末 平成27年度末

公 社 債

株 式

外 国 証 券

公 社 債

株 式 等

そ の 他 の 証 券

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

そ の 他

満期保有目的の債券

責任準備金対応債券

子会社・関連会社株式

そ の 他 有 価 証 券

公 社 債

株 式

区　　　分

平成26年度末 平成27年度末

帳簿価額 時価
差　損　益

帳簿価額 時価
差　損　益
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５．貸借対照表
(単位：百万円)

科    目 平成26年度末 平成27年度末 科    目 平成26年度末 平成27年度末

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

22,693 73,084 2,463,382 2,696,520

現 金 0 0 支 払 備 金 22,786 24,858

預 貯 金 22,693 73,084 責 任 準 備 金 2,433,517 2,661,796

1,642 - 契 約 者 配 当 準 備 金 7,077 9,865

326,525 275,350 5,395 5,013

2,548,787 2,765,411 272 262

国 債 1,483,742 1,680,750 341,806 289,830

地 方 債 115,568 123,431 債券貸借取引受入担保金 328,168 277,880

社 債 758,835 710,132 未 払 法 人 税 等 2,787 1,995

株 式 1,633 1,315 未 払 金 114 137

外 国 証 券 184,942 246,210 未 払 費 用 5,729 5,788

そ の 他 の 証 券 4,064 3,570 前 受 収 益 0 0

51,282 52,677 預 り 金 81 87

保 険 約 款 貸 付 51,282 52,677 金 融 派 生 商 品 636 105

5,509 4,752 リ ー ス 債 務 3,093 2,695

建 物 681 673 資 産 除 去 債 務 422 426

リ ー ス 資 産 2,853 2,474 仮 受 金 773 712

その他の有形固定資産 1,974 1,604 1,874 2,187

14,674 16,768 41 34

ソ フ ト ウ ェ ア 3,507 5,023 4,527 5,230

その他の無形固定資産 11,167 11,745 価 格 変 動 準 備 金 4,527 5,230

211 139 22,823 30,221

1,207 860 2,840,124 3,029,301

36,794 40,062 （ 純 資 産 の 部 ）

未 収 金 27,555 28,950 35,500 35,500

前 払 費 用 1,761 1,632 43,688 43,688

未 収 収 益 6,666 7,098 資 本 準 備 金 13,214 13,214

預 託 金 316 324 そ の 他 資 本 剰 余 金 30,473 30,473

金 融 派 生 商 品 104 1,673 △ 4,501 1,539

仮 払 金 364 358 そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 4,501 1,539

そ の 他 の 資 産 24 24 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 4,501 1,539

△ 64 △ 76 74,686 80,727

94,452 119,001

94,452 119,001

169,139 199,729

3,009,263 3,229,031 3,009,263 3,229,031

評価・換算差額等合計

純資産の部　合計

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

そ の 他 資 産

貸 倒 引 当 金 株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

再 保 険 貸 負債の部　合 計

代 理 店 貸 繰 延 税 金 負 債

無 形 固 定 資 産 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

コ ー ル ロ ー ン

有 価 証 券 再 保 険 借

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

債券貸借取引支払保証金 代 理 店 借

- 10 - 三井住友海上あいおい生命保険株式会社



 

 - 11 - 三井住友海上あいおい生命保険株式会社 

 

（平成27 年度末 貸借対照表の注記） 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。 

（１）満期保有目的の債券の評価は、移動平均法による償却原価法（定額法）により行っております。 

（２）「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第21号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）に

より行っております。 

     また、責任準備金対応債券に関するリスク管理方針の概要は以下のとおりであります。 

   「個人保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に対応した債券のうち、負債に応じたデュ

レーションのコントロールを図る目的で保有するものについて、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する

当面の会計上及び監査上の取扱い」（平成 12 年 11 月 16 日 日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21

号）に基づき、責任準備金対応債券に区分した上で、小区分に係る責任準備金のデュレーションと責任準備金対

応債券のデュレーションを一定幅の中でマッチングさせる運用方針をとっております。 

なお、国内外の会計・規制動向や 近の運用環境等を踏まえ、当年度より、当該保有目的区分を設定してお

ります。 

（３）その他有価証券のうち時価のあるものについては、３月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移

動平均法） 、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、移動平均法による原価法によってお

ります。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

２．デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

３．有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

  ・有形固定資産（リース資産を除く）               定額法によっております。 

  ・リース資産(所有権移転外ファイナンス・リース取引)    リース期間に基づく定額法によっております。 

 

４．無形固定資産の減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法によっております。 

    

５．外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。 

 

６．貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

当社の貸付金は、その全額が保険約款貸付であり回収が担保されているため、貸倒引当金の計上はありません。

それ以外の資産については、それぞれの性質を勘案し、回収の危険性または価値の毀損の危険性の度合いに応

じて査定し、その 終の回収額または価値に対する損失見込額を計上しております。 

また、上記以外に過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上して

おります。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

 

７．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、計上して

おります。 

退職給付債務見込額並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準 

数理計算上の差異の処理年数 10 年 

  

８．役員退職慰労引当金は、制度廃止以前の役員に対する退職慰労年金の支給に備えるため、当期末における支給

見込額に基づき計上しております。 

 

９．価格変動準備金は、保険業法第115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 
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10．ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10 号）に従い、外貨建債券に対する為替 

変動リスクのヘッジとして為替予約による時価ヘッジを行っております。 

なお、ヘッジ対象とヘッジ手段との間に高い相関関係があることが明らかなことから、ヘッジの有効性の判定は省

略しております。 

 

11．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のう

ち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものに

ついては、発生年度に費用処理しております。 

 

12．責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算し

ております。 

（１）標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示第48 号） 

（２）標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

 

13．平成27 年度において当社が属する MS&AD インシュアランス グループの有形固定資産の減価償却の方法に関

する会計方針が変更されることを契機として当社における有形固定資産の使用実態を改めて検討した結果、その

耐用年数にわたり安定的に利用される見込みであることから、耐用年数にわたって均等に費用配分を行う定額法

を採用することが、有形固定資産の使用実態を適切に反映するものであり、当社におけるより適正な期間損益計算

に資するものと判断されたため、当期より、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法を定率法から定額

法に変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比べ、経常利益及び税引前当期純利益は 283 百万円増加しております。 

 

14．金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項は次のとおりであります。 

（１）金融商品の状況に関する事項 

 ①金融商品に対する取組方針 

   当社は、運用する資産が保険契約者等に対する責任を履行するための原資であることに鑑み、資産の健全性と

安定的な収益の確保を目指し、金融商品を活用した資産運用を行っております。具体的には、収益性及び各種リ

スク・市場環境を総合的に勘案しつつ、負債特性を考慮したＡＬＭ（資産・負債の総合管理）を重視して、新規投資

は長期・超長期の国内公社債を中心に、一部高格付けの外国公社債に投資しております。 

 

 ②金融商品の内容及びそのリスク 

   保有する金融商品は、内外の公社債を中心とした有価証券が主なものであり、その他に保険約款貸付等を保有し

ております。有価証券の保有目的区分は、「その他有価証券」、「満期保有目的の債券」及び「責任準備金対応債

券」として保有しております。 

   金融商品に係るリスクは、金利、為替等の変動による市場リスク、債券発行体の信用状況の変動等による信用リス

ク、市場の混乱等により著しく低い価格での取引を余儀なくされることにより損失を被る流動性リスクがあります。 

   当社は為替の変動による市場リスクをヘッジする目的で、為替予約取引を利用しております。デリバティブ取引に

は、取引の対象物の市場価格の変動に係るリスク（市場リスク）及び取引先の契約不履行に係るリスク（信用リスク）

が伴いますが、当社が行っている為替予約取引は市場リスクを減殺するものであり、また、取引先を信用度の高い

金融機関に限定することで信用リスクを回避しております。 

 

 ③金融商品に係るリスク管理体制 

   取引全般に係る権限規程及びリスク管理諸規程・方針を定め、これらに基づいて取引を行い管理しております。

日常における管理については、取引の執行部門と後方事務・リスク管理部門を分離し、取り扱う商品の種類・保有限

度・リスク量・損失対応等が規程に沿って運営されているかをモニタリングすることで、組織的な牽制を行っておりま

す。また、リスク管理部門がリスクを把握・分析し、リスク状況を定期的に取締役会等に報告しております。 

  a．市場リスクの管理 

    資産運用リスクに係る管理諸規程に従い運用資産の特性に応じ、保有残高や評価損率に適切な限度レベルを

設定する等により管理しております。また、保有資産の多くが債券であることから、金利・為替等の変動に対する
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感応度としてＢＰＶ（ベイシスポイントバリュー）を日次ベースで算出し、実質資産負債差額（保険業法第１３２条第

２項に規定する区分等を定める命令第３条及び平成１１年金融監督庁・大蔵省告示第２号に定める規定に基づき

算出される額）の範囲内となっているかモニタリングしております。さらに、市場リスクのＶａＲ（バリューアットリス 

ク）を参考指標として計測し、金利・為替・株価等の異なるリスクを統一的な尺度で把握し管理しております。 

  b．信用リスクの管理 

    個別融資を行っていないことから、信用リスクの管理に関しても、資産運用リスクに係る管理諸規程に従って行

っております。債券発行体の信用リスクに関しては、取引執行部門及びリスク管理部門において、信用情報やマ

ーケットデータの把握を定期的に行うとともに、格付別与信残高の限度レベルを設定する等により管理しておりま

す。また、信用リスクについてもＶａＲを計測し管理しております。 

  c．資金調達に係る流動性リスクの管理 

    巨大災害や金融市場の混乱による市場流動性の低下等の不測の事態発生に備えて、現預金及び国債を始め

とする流動性の高い債券を十分に保有すると共に、当座借越等の資金調達手段を確保し、資金調達に係る流動

性リスク管理を行っております。 

    また、流動性リスクに係る管理諸規程に従い、資金の流出入計画を作成し管理しております。資金繰りの状況

に応じて平常時、懸念時、危機管理時に区分し、それぞれの区分に応じた対応を定めております。平常時では、

保険料等の入金が保険金等の支払いより恒常的に多い状況にあり資金繰り状況は安定しております。 

 

 ④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

主な金融商品に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含めておりません。 

（単位：百万円）

貸借対照表

計上額
時価 差額

 現金及び預貯金 73,084 73,084 -

 債券貸借取引支払保証金 275,350 275,350 -                     

 有価証券 2,764,968 3,015,931 250,962             

　  満期保有目的の債券 1,056,254 1,293,985 237,731             

　  責任準備金対応債券 61,146 74,377 13,231              

　  その他有価証券 1,647,567 1,647,567 -                     

 貸付金 52,677 52,677 -                     

    保険約款貸付 52,677 52,677 -                     

 金融派生商品　(*1) 1,568 1,568 -                     

    ヘッジ会計が適用されているもの 1,568 1,568 -                     

 債券貸借取引受入担保金　（*2） (277,880) (277,880) -                     

　（*1）金融派生商品によって生じた正味の債権･債務は純額で表示しており、

　　　　合計で正味の債務となる場合には、（ ）で示しております。

　（*2）債券貸借取引受入担保金は負債に計上しており、（ ）で示しております。  
 

(注) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

①現金及び預貯金、債券貸借取引支払保証金及び債券貸借取引受入担保金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

②有価証券 

これらの時価については、３月末日の市場価格等によっております。 

なお、非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、有価証券に含めてお

りません。当該非上場株式の当期末における貸借対照表価額は、442 百万円であります。 

③貸付金 

当社が保有している貸付金は全て保険約款貸付金であります。保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の

範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価

額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 
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④金融派生商品 

為替予約取引の時価については、先物為替相場によっております。 

 

15．消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、218,572 百万円であります。 

 

16．有形固定資産の減価償却累計額は、3,853 百万円であります。 

 

17．関係会社に対する金銭債権の総額は、66 百万円であります。 

 

18．繰延税金資産の総額は16,177百万円、繰延税金負債の総額は46,278百万円であります。繰延税金資産の総額か

ら評価性引当額として控除した額は 119 百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金損金算入限度超過額 9,858 百万円、税法に定める

減価償却資産損金算入限度超過額2,280 百万円及び価格変動準備金1,464 百万円であります。 

繰延税金負債の発生の原因別内訳は、その他有価証券の評価差額46,278 百万円であります。 

 

19．当期における法定実効税率は 28.80％であり、税効果会計適用後の法人税等の負担率は 31.93％であります。 

  その差異の主な内訳は、税率変更による影響額 4.69%、過年度法人税等△1.99%、税額控除△1.91%、交際費等永

久に損金に算入されないものに係る差異1.45％及び住民税均等割額に係る差異0.98％であります。 

 

20. 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）が平成 28 年３月 29 日に国会で成立し、平成 28

年４月1日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 28.80％から、平成 28 年４月１日に開始する事業年度

及び平成29年４月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については28.24％、平成30年４月1

日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については 28.00％となります。 

この税率変更により、繰延税金負債は 906 百万円、当期純利益は 415 百万円それぞれ減少しております。 

 

21．契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。 

    当期首現在高 7,077 百万円 

    当期契約者配当金支払額 6,251 百万円 

    利息による増加等 0 百万円 

    契約者配当準備金繰入額  9,037 百万円 

    当期末現在高 9,865 百万円 

 

22．保険業法施行規則第71 条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」

という）の金額は 674 百万円であります。 

 

23．１株当たり純資産額は 208,051 円71 銭であります。 

 

24．売却又は担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸借契約で借り入れている有価証券

であり、当期末において、すべて当該処分を行わず所有しており、その時価は、35,246 百万円であります。 

 

25．保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期末における当社の今後の負担見積額

は、4,950 百万円であります。 

なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 

 

26．退職給付に関する事項は次のとおりであります。 

（１）採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けているほか、確定拠出型の制度として確定拠出年金制

度を設けております。 
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（２）確定給付制度 

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 2,066 百万円 

  勤務費用 345 百万円 

 利息費用 17 百万円 

  数理計算上の差異の当期発生額 43 百万円 

  退職給付の支払額 △76 百万円 

期末における退職給付債務 2,395 百万円 

 

②退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

退職給付債務 2,395 百万円 

  未認識数理計算上の差異 △208 百万円 

退職給付引当金 2,187 百万円  

  

③退職給付に関する損益 

勤務費用 345 百万円 

利息費用 17 百万円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 26 百万円 

確定給付制度に係る退職給付費用 389 百万円 

 

④数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであります。 

割引率 0.86％ 

 

（３）確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は、145 百万円であります。 

 

27．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 



６．損益計算書
(単位：百万円)

科　　　　目 平成26年度 平成27年度

経 　常　 収 　益 487,594 512,568
保険料等収入 443,141 462,251

保険料 441,821 461,125
再保険収入 1,319 1,126

資産運用収益 42,297 47,722
利息及び配当金等収入 39,914 43,459

預貯金利息 0 0
有価証券利息･配当金 38,079 41,571
貸付金利息 1,491 1,536
その他利息配当金 343 351

有価証券売却益 2,351 4,262
為替差益 16 -
貸倒引当金戻入額 13 -

その他経常収益 2,155 2,594
年金特約取扱受入金 554 460
保険金据置受入金 1,401 1,610
その他の経常収益 199 523

経　 常 　費 　用 471,656 493,920
保険金等支払金 164,469 175,220

保険金 36,241 38,732
年金 11,196 13,943
給付金 13,689 15,848
解約返戻金 98,608 102,443
その他返戻金 3,274 2,765
再保険料 1,458 1,487

責任準備金等繰入額 220,268 230,351
支払備金繰入額 1,582 2,071
責任準備金繰入額 218,685 228,279
契約者配当金積立利息繰入額 0 0

資産運用費用 676 2,090
支払利息 288 292
有価証券売却損 206 890
金融派生商品費用 146 846
為替差損 - 4
貸倒引当金繰入額 - 13
その他運用費用 34 41

事業費 75,819 75,084
その他経常費用 10,421 11,173

保険金据置支払金 1,109 1,445
税金 6,136 6,187
減価償却費 2,827 3,221
退職給付引当金繰入額 265 312
その他の経常費用 83 6

経   常   利   益 15,937 18,647
特 　別 　利 　益 3 0

固定資産等処分益 3 0
特 　別 　損 　失 1,358 735

固定資産等処分損 743 32
価格変動準備金繰入額 614 703

契約者配当準備金繰入額 6,407 9,037
税引前当期純利益 8,175 8,874
法人税及び住民税 3,845 3,508
法人税等調整額 △ 76 △ 675
法人税等合計 3,768 2,833
当期純利益 4,406 6,041
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（平成27 年度 損益計算書の注記） 

 

１．関係会社との取引による費用の総額は、345 百万円であります。 

 

２．有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券3,086 百万円、外国証券1,175 百万円であります。 

  有価証券売却損の主な内訳は、国債等債券89 百万円、外国証券801 百万円であります。 

 

３．責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は 14 百万円であります。 

 

４．金融派生商品費用には、評価益2,100 百万円が含まれております。 

 

５．１株当たり当期純利益は、6,293 円11 銭であります。 

算定上の基礎である当期純利益及び普通株式に係る当期純利益はともに 6,041 百万円、普通株式の期中平均

株式数は 960 千株であります。 

 

６．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 



７．経常利益等の明細(基礎利益)
(単位：百万円）

Ａ 16,111 19,437

2,368 4,262

金銭の信託運用益 - -

売買目的有価証券運用益 - -

有価証券売却益 2,351 4,262

金融派生商品収益 - -

為替差益 16 -

その他キャピタル収益 - -

353 1,742

金銭の信託運用損 - -

売買目的有価証券運用損 - -

有価証券売却損 206 890

有価証券評価損 - -

金融派生商品費用 146 846

為替差損 - 4

その他キャピタル費用 - -

Ｂ 2,015 2,520

Ａ＋Ｂ 18,126 21,957

10 -

再保険収入 - -

危険準備金戻入額 - -

個別貸倒引当金戻入額 10 -

その他臨時収益 - -

2,199 3,309

再保険料 - -

危険準備金繰入額 2,199 3,297

個別貸倒引当金繰入額 - 11

特定海外債権引当勘定繰入額 - -

貸付金償却 - -

その他臨時費用 - -

Ｃ △ 2,188 △ 3,309

Ａ＋Ｂ＋Ｃ 15,937 18,647

臨 時 費 用

臨 時 損 益

キ ャ ピ タ ル 収 益

臨 時 収 益

平成26年度 平成27年度

経 常 利 益

基 礎 利 益

キ ャ ピ タ ル 費 用

キ ャ ピ タ ル 損 益

キャピタル損益含み基礎利益
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８．株主資本等変動計算書

平成26年度
（単位：百万円）

株　　主　　資　　本 評価・換算差額等 純資産

資本金 資本剰余金 利益剰余金 合計
その他

有価証券 合計 合計

資本準備金
その他

資本剰余金 合計
その他

利益剰余金 合計
評価差額金

繰越
利益剰余金

当期首残高 35,500 13,214 30,473 43,688 △ 8,908 △ 8,908 70,279 61,719 61,719 131,999

当期変動額

当期純利益 － － － － 4,406 4,406 4,406 － － 4,406

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － － － － － － 32,732 32,732 32,732

当期変動額合計 - - - - 4,406 4,406 4,406 32,732 32,732 37,139

当期末残高 35,500 13,214 30,473 43,688 △ 4,501 △ 4,501 74,686 94,452 94,452 169,139

平成27年度
（単位：百万円）

株　　主　　資　　本 評価・換算差額等 純資産

資本金 資本剰余金 利益剰余金 合計
その他

有価証券 合計 合計

資本準備金
その他

資本剰余金 合計
その他

利益剰余金 合計
評価差額金

繰越
利益剰余金

当期首残高 35,500 13,214 30,473 43,688 △ 4,501 △ 4,501 74,686 94,452 94,452 169,139

当期変動額

当期純利益 － － － － 6,041 6,041 6,041 － － 6,041

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － － － － － － 24,549 24,549 24,549

当期変動額合計 - - - - 6,041 6,041 6,041 24,549 24,549 30,590

当期末残高 35,500 13,214 30,473 43,688 1,539 1,539 80,727 119,001 119,001 199,729

（平成27年度　株主資本等変動計算書の注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

発行済株式はすべて普通株式であり、その総数は以下のとおりであります。

当期首株式数 960 千 株

当期増加株式数 -  千 株

当期減少株式数 -  千 株

当期末株式数 960 千 株

２．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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９．債務者区分による債権の状況

（単位：百万円、％）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 - - 

危 険 債 権 - - 

要 管 理 債 権 - - 

小　　　計

（対合計比） （　　　　- ） （　　　　- ）

正 常 債 権 339,256 271,915

合　　　計 339,256 271,915

10．リスク管理債権の状況

　該当する事項はありません。

区　　分 平成26年度末 平成27年度末

（注） 

１．破産更生債権及びこれに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再

生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権

及びこれらに準ずる債権です。 

２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経

営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない

可能性の高い債権です。 

３．要管理債権とは、３か月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、３カ

月以上延滞貸付金とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月

以上遅延している貸付金（注１及び２に掲げる債権を除く。）、条件緩和貸付金

とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを

行った貸付金（注１及び２に掲げる債権並びに３カ月以上延滞貸付金を除く。）

です。 

４．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、

注１から３までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。 
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11.ソルベンシー・マージン比率

(単位：百万円)

平成26年度末 平成27年度末

ソルベンシー・マージン総額 330,141 380,460 

資本金等 74,686 80,727 

価格変動準備金 4,527 5,230 

危険準備金 25,852 29,150 

一般貸倒引当金 9 11 

119,392 148,752 

土地の含み損益×85％（マイナスの場合は100％） - - 

全期チルメル式責任準備金相当額超過額 134,117 142,443 

負債性資本調達手段等 - - 

△28,747 △26,894 

持込資本金等 - - 

控除項目 - - 

その他　 304 1,038 

リスクの合計額 46,175 47,604 

保険リスク相当額　　　　　　　　　　Ｒ１ 14,832 15,906 

第三分野保険の保険リスク相当額　　　Ｒ８ 7,572 9,660 

予定利率リスク相当額　　　　　　　　Ｒ２ 3,011 3,049 

最低保証リスク相当額　　　　　　　　Ｒ７ - - 

資産運用リスク相当額　　　　　　　　Ｒ３ 35,269 35,576 

経営管理リスク相当額　　　　　　　　Ｒ４ 1,820 1,283 

ソルベンシー・マージン比率 1,429.9% 1,598.4% 

(注) 上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条及び平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出

しています。

　 <参考>実質資産負債差額 (単位：百万円)

平成26年度末 平成27年度末

資産の部に計上されるべき金額の合計額 （１） 3,113,539 3,479,993 

（２） 2,637,117 2,805,758 

実質資産負債差額 （１）－（２）＝（３） 476,421 674,235 

(注) １．実質資産負債差額は、保険業法第132条第２項に規定する区分等を定める命令第３条

   および平成11年金融監督庁・大蔵省告示第２号の規定に基づき算出しています。

２．保険会社向けの総合的な監督指針Ⅱ－２－２－６に基づき、実質資産負債差額から

   満期保有目的の債券および責任準備金対応債券に係る時価評価額と帳簿価額との差額

   を控除した額は以下の通りです。

   平成26年度末：372,146百万円、平成27年度末：423,272百万円

項　　　　目

負債の部に計上されるべき金額の
合計額を基礎として計算した金額

項　　　　目

（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益（税効果
　控除前））×90％（マイナスの場合は100％)

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性
資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額

 A
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12．平成27年度特別勘定の状況

　　該当する事項はありません。

13. 保険会社及びその子会社等の状況

　　該当する事項はありません。

（参考）証券化商品等への投資及びサブプライム関連投資の状況

　　該当する投資はありません。
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